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政府管掌健康保険の公法人化について  

○ 政府管掌健康保険については、昨年6月の健康保険法改正により、平成20年10月に国から切   
り離した公法人（全国健康保険協会）を設立することとなっており、昨年11月、設立委員が任命され、   
設立垂備のための議論が開始されたところ。  

○ 設立委員会においては、定款や事筆計画、予算、職員の労働条件■採用基準等の策定、職員の   

採用の可否の決定等、法人の設立準備行為を行うこととなっており、協会の発足の概わ1年前とな   

る平成．19年秋までを目途として、法人の理念・運営方針や組織人員の骨格、職員の採用基準・労   

働条件を固めることができるよう、検討を進めていくこととなっている。  

［委員会の開催スケジュール］  

■第1回（平成．18年11月14日）  

・第2回（平成19年1月30日）  

■第3回（平成19年3月29日（予定））  
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全国健康保険協会の設立委貞について  

○厚生労働大臣は、設立委員を命じて、定款の作成等の設立に関する事務を処理させる。  

○設立委員は、協会の職員の労働条件及び採用基準を作成する。社会保険庁からの職員の採用については、社会保険   
庁長官を通じて、募集を行う。  

・職員の選定及び名簿の作成   
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平成18年11月14日 第1回全国健康保険協会設立委員会提出資料  

全国健康保険協会の設立に向けてのスケジュールのイメージ  
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医療制度改革における保険者の役割  
～医療費適正化と都道府県単位を軸とする保険者の再編統合～   
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社会保険庁における健康保険業務の移管に向けた検討・準備について   

社会保険庁においては、平成20年10月の全国健康保険協会の設立を見揮え、，保険者機能  
の弓削ヒを図り、地域の被保険者等の意見を反映した効果的な保健事業や情報提供の充実など  
被保険者サービスの向上を図・るとともに、協会に業務を移管す一るための検討・準備を進めてい  
く必要がある。  
このため、平成18年8月から、5社会保険事務局（秋田、福島、三重、愛媛、福岡）において、  
全国のモデルとなる取組を先行叩こ開始したところである。平成19年度は、全社会保健事務局  
において、公法人化を見据えた体制づくりや業務の移管等のための検討・準備を進めていくこと  
としている。  

1．広報・情報提供の推進   
政府魯掌健康保険に関する広報・情報提供について、都道府県ごとの運営状況や公法人化に関する情報も含め、そ   
の充実を図る。  

2．健康保険事業に関する懇談会の開催   
政府管掌健庫保険の健康保険事業について、都道府県単位で事業主・被保険者等から構成される懇談会、を開催し、   
必要な情報提供を行うととともに、被保険者等からのご意見を踏まえ、地域の実情を踏まえた事業運営を推進する。  

3．健康保倹委員制度の実施   
健康保険事業について、広報、相談、各種事業の推進、モニターなど、事業に協力していただく被保険者を妻嘱する   
健康保険委員（健康償険サポーター）制度を実施する。  
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